
当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、特定の有価証券等の勧誘を目的とするものではあ
りません。 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありません。当資料のグラフ・
数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しておりませんので、実質的
な投資成果を示すものではありません。 当資料のいかなる内容も、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。 

Commonwealth of Australia Market Report  

オーストラリア市場レポート 

-4,000

-3,000

-2,000

-1,000

0
（百万豪ドル）

-5,000

-4,000

-3,000

-2,000

-1,000

0

1,000

2,000

3,000

07/1 08/1 09/1 10/1 11/1 12/1 13/1 14/1

（百万豪ドル）

（年/月）

（期間：2007年1月～2014年11月、月次）

原油価格の下落とオーストラリア株式の動向 

2015年2月3日 

≪審査確認番号H26-TB132≫ 

図表1 豪州の原油輸出入額と純輸入額 

図表3 豪州、米国、世界株式指数と予想PER  

出所：図表1～3は、ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成 

オーストラリアは原油純輸入国 

図表2 豪州株式、業種別指数の年間騰落率（2014年） 

原油輸出額 

原油輸入額 

原油純輸入額 

＜世界、米国、豪州株式指数の推移＞ 

＜世界、米国、豪州株式の予想PERの推移＞ 

（注）オーストラリア株式：S&P/ASX200指数、米国株式：S&P500種指数、世界株式：MSCI世界指数 

 昨年後半から原油価格が下落しました。原油価格下落
が各国の経済に与える影響については、原油の純輸出
国であるか、純輸入国であるのかという点がポイントにな
ると考えられます。 
 オーストラリアは、原油を産出し輸出を行っていますが、
現在、原油の純輸入国です（図表1）。したがって、原油
安は、エネルギーコスト（燃料費や原材料費等）の削減
で家計や企業等に寄与し、中長期的には、オーストラリ
ア経済にプラスとなると期待されます。 

今後のオーストラリア株式の動向 

 オーストラリア株式の業種別指数の2014年年間騰落
率を見ると、ヘルスケア、情報通信、公益等の内需関
連セクターでは、相対的に高いパフォーマンスをあげて
いる一方、資源価格の下落等の影響もあり、原材料、
エネルギーといった資源にかかわるセクターは、マイナ
ス・パフォーマンスとなりました（図表2）。 
 オーストラリアは、鉄鉱石などの鉱物や石炭、天然ガ
スなどの天然資源を輸出している世界有数の資源国で
す。昨年の資源価格の下落等が、オーストラリア株式
の上昇を抑える要因となっていることや、2014年12月
時点での予想株価収益率（予想PER）を見ると、オース
トラリア株式が15.1倍、世界株式が16.4倍、米国株式
が17.2倍の水準にあること等から、現在のオーストラリ
ア株式は、主要先進国の株式指数と比較し、割安な水
準にあると考えられます（図表3）。 
 オーストラリア経済が個人消費や住宅関連を中心とし
た内需主導で回復してきていること、今後、原油安がプ
ラスに寄与するであろうこと、資源価格は中長期的に
は下がり過ぎの水準にあると思われること等から、今
後のオーストラリア株式については、割安な水準から
の水準訂正が期待できると見込まれます。 
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